
平成２１年度一般会計当初予算説明資料

２款 総務費

１項 総務管理費 総 務 課（内線：７３９５）

７目 財産管理費 （単位：千円）

財 源 内 訳

事 業 名 本 年 度 前年度 比 較 備 考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

<12,000> 県負担額

総合事務所耐震補強 26,955 8,656 18,299 24,000 2,955 14,955

整備事業

トータルコスト 32,755千円 （前年度 12,843千円）

従事する職員数 正職員：0.7人

主な業務内容 耐震診断、補強計画立案、補強実施設計

説 明

１ 事業の概要

中部、西部の各総合事務所庁舎は平成７年度に実施した耐震診断の結果、いずれも耐震性に問題が

あることが判明している。

総合事務所は、大規模地震発生後も地域の防災拠点として機能すべき重要な施設であり、順次耐震

改修を行うこととし、平成21年度には西部総合事務所の補強計画の立案及び本計画に基づく実施設計、

中部総合事務所の現行基準に基づく詳細な耐震診断及び補強計画の立案を行う。

２ 主な事業内容

（１）事業対象施設 西部総合事務所、中部総合事務所

（２）事業内容

ア 西部総合事務所

（ア）補強計画（H20～H21） 耐震診断結果に基づき有効な補強計画を立案する。

（イ）実施設計（H21） 補強計画に基づき詳細な設計を行う。

イ 中部総合事務所

（ア）耐震診断（H21） 現地調査及び構造計算により耐震性能を評価する。

（イ）補強計画（H21～H22） 耐震診断結果に基づき有効な補強計画を立案する。

事業費 ２６，９５５千円（平成21年度）※防災対策事業債を充当(充当率90％、交付税措置50％)

（単位：千円）

対象施設 事業内容 事業費

平成２１年度 平成２２年度

西部総合事務所 補強計画 1,976 1,976

実施設計 14,268 14,268

中部総合事務所 耐震診断 6,813 6,813

補強計画 6,497 3,898 2,599

計 29,554 26,955 2,599

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは交付税措置額を除いた金額である。

県負担額は、起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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